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１ 趣旨

この仕様書は、妙高山麓都市農村交流施設（以下「施設」という。）の指定管理者が行う管理運営の

基準、業務の内容等を定めるものとする。

２ 管理運営の基準

（１）基本的な考え方

①ＳＤＧｓの視点から、環境、社会、経済の三側面に配慮して相乗効果のある管理運営を行うこと。

②空調などの一般的な設備、展示物などの専門的な設備を含め、その機能と特性を十分に把握した

上で、全ての施設を清潔に保ち、かつ、その機能を正常に保持するよう、施設設備及び備品の維

持管理を適切に行うこと。

③本業務に関連して取得した利用者等の個人に関する情報を適正に取り扱うこと。

④公の施設であることを常に念頭に置き、施設の利用に関し公平性を確保すること。

⑤本業務の実施により団体としての暴力団の活動を利することとならないよう、対応すること。ま

た、対応に関しては、市と協議の上進めること。

⑥利用者の意見等を管理運営に反映させ、利用者の満足度を高めていくこと。

⑦本業務の執行に際し、事業計画書等に基づき、適正かつ効率的に運営すること。

⑧効率的な施設の管理運営を行い、資源（電気、ガス、水、燃料等）と経費の節減に努めること。

⑨ごみの減量、省エネルギー及び資源の再利用・再生化等環境に配慮した管理を行うこと。

⑩本業務に使用する薬品（洗浄剤等）は、環境への影響が少ないものとすること。また、使用は最

小限に止めること。

⑪本業務において騒音、振動、臭いなど周辺住民等への影響が想定される場合は、影響が少なくな

るよう対応すること。また、事前周知などの対応を取ること。

⑫施設内での事故、災害等は、迅速かつ適切に処置し、利用者の安全を確保すること。

⑬本業務の内、部分的な業務や専門的な業務については、市の承認を得た上で第三者に委託するこ

と。

⑭市との連携及び利用者との良好な関係の維持に努めること。

（２）関係法令の遵守

管理運営にあたっては、地方自治法及び次に掲げる関係法令のほか、妙高市妙高山麓都市農村交

流施設条例・同条例施行規則、妙高市公の施設の指定管理者の指定の手続き等に関する条例、妙高

市情報公開条例、妙高市個人情報保護条例、妙高市行政手続条例、市と指定管理者が締結する協定

及び本仕様書を遵守すること。

①建築基準法

②建築物における衛生的環境の確保に関する法律

③大気汚染防止法施行令

④消防法、消防法施行令

⑤電気事業法、電気通信事業法

⑥廃棄物の処理及び清掃に関する法律

⑦労働基準法、労働安全衛生法

⑧ボイラー及び圧力容器安全規則
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３ 施設の利用時間等

（１）利用時間

施設の利用時間は、午前９時から午後５時までとする。ただし、利用者へのサービス向上の観点

から指定管理者が提案し、市長が必要と認めたときは、これを変更することができるものとする。

（２）利用料金

次の表の料金を上限額とし、指定管理者があらかじめ市長の承認を得た上で定めるものとする。

なお、指定管理者は、市の条例及び条例施行規則の定めるところにより、利用料金を減免するも

のとする。

＜施設＞

＜付属設備＞

（３）休館日

施設の休館日は、１２月２９日から翌年１月３日までとする。なお、市長の承認を得て臨時に開

館又は休館することができるものとし、その場合は、館内掲示等により、広く利用者等に周知する

こと。

４ 職員の配置基準

施設の管理運営業務を実施するため、必要な有資格者のほか、施設案内業務をする職員等、適正な

職員を配置すること。なお、必要な有資格者については、次表のとおりとする。

個別の管理業務を再委託する場合については、当該再委託先が所要の有資格者を有しているか確認

の上、証明書又は委託先が有資格者を有している証明及び職員配置表を市に提出すること。

区分 利用料金（３０分当たり）

調理実習室 ２５０円

作業所 ３７０円

工作工房 １２０円

区分 品名 単位 利用料金 備考

米粉製粉室 米粉製粉機 １台 １５０円 １ｋｇ当たり

調理実習室 くん製機 １台 １，０００円 １回当たり

可搬設備 放送設備 １式 ５００円 １回当たり

ビデオプロジェ

クター
１式 ５００円 １回当たり

自転車 １台 １００円 １時間当たり

関係法令 資格名等 届出先

旅行業法 旅行業登録（地域限定） 新潟県知事

消防法、消防法施行令 防火管理者 頸南消防署
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５ 管理運営業務の内容

１）基礎業務

（１）施設の利用受付等業務

①利用受付、案内業務

ア 利用料金・方法、施設の案内

イ 利用予約業務

②専用利用許可及びそれに関連する業務

ア 利用許可の事前相談

イ 利用許可業務（許可、不許可）

ウ 利用許可の取り消し

③利用終了に関する業務

ア 利用実績報告書の作成

イ 施設内の事後点検

④利用料金等の収受に関する業務

ア 利用料金等の収受に関すること

イ 利用料金は、利用者から利用前に現金で徴収し、利用者に領収書を交付する。

⑤利用料金等の還付に関すること。

関係例規に基づき、利用料金の返還を行うこと。

⑥利用者の誘導、整理、安全確保

⑦レンタサイクル業務

サイクリング用自転車の貸出、返却、保管

（２）清掃業務

施設の衛生環境維持のため、専門的知識と経験のある作業者を配置し、業務を行うこと。

①日常清掃

指定管理者は、施設について日常的に清掃を行い、施設、備品、器具等が常に清潔な状態に保

たれるようにすること。特に利用者が使用するトイレは、常に清潔で快適な環境が維持できるよ

う対応すること。なお、床面及び便器は水洗いした後、拭上げ、トイレットペーパー及び石鹸の

補給は随時に行うこと。清掃回数等の条件は、指定管理者が利用頻度に応じて、適切に設定する

こと。

②定期清掃

指定管理者は、日常清掃では実施しにくい清掃等を行うため、必要に応じて定期清掃を実施す

ること。

③敷地内の植栽等の消毒、剪定､除草

④廃棄物の管理業務

関係法令を遵守し廃棄物の管理・処理を行うこと。

（３）定期点検

自動ドア、消火器、自動火災報知機、昇降機の定期点検は、市が実施する。

（４）除雪

①駐車場の除雪
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駐車場の除雪は市が実施する。

②入口等の除雪

施設の入口など、施設の利用や維持管理のために必要な個所の除雪は、市が貸与する除雪機等

を使い指定管理者が適宜実施する。

③屋根からの落雪の除雪

屋根からの落雪については、指定管理者が堆雪等の状態を確認し、市と協議した後、業者に適

宜発注する。

（５）建物維持

建築物環境衛生技術者による建築物における衛生的環境の確保に関する法律及び関係法令に定め

る基準に基づく次の建物維持点検を実施すること。

定期保守点検業務又は臨時の保守点検業務を行った場合、保守点検内容を記入した報告書を速や

かに提出すること。保守対象機器とその設置状況について改良の必要がある場合は、その理由を添

付して提案及び報告すること。

①設備、機器等の保守点検、管理業務

②空気調和、換気設備運転保守管理業務

空調機器、空調機フィルター、換気設備の定期保守点検

③給排水衛生設備運転保守管理業務

給排水衛生設備の定期保守点検

④その他、附属設備の日常点検整備業務

⑤建物附属設備、備品、機器類の軽易な営繕と修理

２）交流人口拡大業務

（１）体験プログラム

当市における自然、食、歴史、文化、農業などの地域資源を活用した魅力的な体験プログラムを

用意し、体験を通じた施設の利用を促進すること。

①施設設備を活用した体験プログラムの造成

②体験プログラム実施講師の募集、登録

③体験プログラムの提案、販売

（２）教育旅行（探究型を含む）

市と連携して、修学旅行、スキー実習、林間学校、移動教室、宿泊学習など、宿泊を伴う学校行

事の受け入れを行い、都市と農村の交流を促進すること。

①教育旅行受け入れ態勢の構築

②教育旅行の受入、コーディネート

③地域資源を活かした教育旅行プログラムの造成

④教育旅行の提案、販売

（３）自主事業（必須）

施設の集客拡大、地域振興を目的とした自主事業を企画し、実施すること。

３）共通

（１）備品等の管理

・指定管理者は、市より貸与を受けた備品等について、適切な管理を行うこと。
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・指定管理料により調達した備品等については、市に帰属するものとする。

・指定管理者が調達し使用する備品等については、指定管理者に帰属するものとする。

・指定管理者は、施設利用者の活動に支障をきたさないよう、備品の管理を行うとともに、不具合

の生じた備品については市と協議の上整備する。

・施設維持管理用消耗品、清掃用消耗品、事務用消耗品等の購入

（２）施設及び施設設備の修繕

・軽微（修繕費が２０万円以下）な施設及び施設整備の修繕は、あらかじめ市と協議した上で、原

則として指定管理者において適切に行うものとする。

・通常の施設利用において破損したと認められる場合、また、大規模な修繕が必要な場合は、市と

協議の上、修繕を行う。ただし、指定管理者の責めに帰すべき理由がある場合は、指定管理者が

修繕を行うものとする。

・費用負担等について疑義がある場合には、その都度協議した上で修繕を行うものとする。

（３）夜間警備

・夜間警備設備は、市において設置する。

・夜間警備設備の維持管理や緊急時の対応等は、指定管理者が行うものとする。

（４）会計処理

・管理運営に係る経理については、施設専用の口座、会計帳簿類、規定等を設けること。他の公の

施設の指定管理者となっている場合は、それぞれ別の口座で管理すること。

・原則として、市に提出する収支状況（決算書）については消費税込の金額とすること。

（５）損害賠償

・指定管理者は、その故意や過失により施設等を破損したり、市や第三者に損害を与えたりしたと

きは、その損害を賠償すること。ただし、市長が特別の事情があると認めるときは、この限りで

はない。

・指定管理者は、損害の賠償に備え、賠償責任保険等の保険に加入すること。なお、施設の火災保

険については、市の責任において加入するものとする。

（６）苦情、問い合わせの受付及び対応

苦情、問い合わせに関しては真摯に対応するとともに、案件の内容や責任区分によっては、事実

関係の調査及び市への報告を行うこと。

（７）緊急時の対応

・管理対象施設内における事故や災害等発生時には、被害者の救護や医療機関への搬送及び財産の

保全などの応急措置を講じること。また、事態を正確に把握し、市をはじめとした警察、消防、

医療機関等関係機関に迅速に連絡すること。

・緊急事態に迅速かつ的確に対応することができるよう、緊急事態発生時の対応マニュアルを作成

し、関係者へ日常的に周知徹底するとともに、定期的に防災、防火訓練等を実施すること。

（８）迷惑行為・不法行為等への対応

管理対象施設内において、利用者等にとって迷惑になるような行為や、財産のき損を招きかねな

い行為のほか、法に抵触するような行為を行っている者がいる場合には、直ちに当該行為を止める

ように指導すること。
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（９）市への報告等

事業に関する次の①から③までの報告書を作成し、市へ提出するとともに、個別の業務に関する

報告書も業務の性質や緊急性に応じて作成し、市へ提出すること。また、市が帳簿書類その他の記

録の提出を求めた場合は、対応すること。

また、報告内容について市から照会があった場合は、対応すること。

①月次利用報告書

ア 利用実績（利用者数、有料施設収入、各種収支等）

イ 管理業務の実施状況

ウ 自主事業の実施状況

②四半期事業報告書

ア 利用実績（利用者数、有料施設収入、各種収支等）

イ 管理業務の実施状況

ウ 自主事業の実施状況

③年間事業報告書

ア 実績報告書（決算と関連付けた体系とすること）

イ 決算報告書（非収益部門、収益部門（体験プログラム、教育旅行、自主事業別）に区分した

うえで、全体の決算を行うこと）

ウ 自己評価に関する報告書

エ その他、市が必要と認めるもの

（10）帳票等の管理

施設の管理運営に際して作成・発生する帳票類を整理した上で、適切に保管し、定期的に市へ報

告すること。

（11）自己評価の実施

①指定管理者が行うモニタリング

・利用者の利用状況や満足度などについて、利用者モニタリングを実施すること。調査する項目

は、市と協議した上で決めること。

・利用者モニタリングにより得られた結果をもとに、半期ごと（４～９月、１０～３月）に施設

の管理運営に関し、市が示す「指定管理業務チェックリスト」により履行確認（自己チェック）

を行い、４～９月分は１０月３１日まで、１０～３月分は４月３０日までに市へ報告すること。

・モニタリング結果を施設の管理運営に適宜反映すること。特に実行できていない項目について

は、早急に改善すること。

②市が行うモニタリング

・市は、指定管理者からの報告と市の立ち入り検査に基づき、管理運営業務の履行状況を評価し、

必要に応じ、利用者に対するヒアリングや満足度アンケート等の独自調査を行う。

・市は、上記の評価結果を指定管理者に通知する。

・市は、評価結果に基づき、必要に応じて指導や助言、是正勧告を行う。その上で、次回評価時

に改善の努力が認められない場合は、期間を決めて業務の全部又は一部の停止の命令、若しく

は指定の取り消しを行うことがある。
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（12）管理運営状況に関する監査

地方自治法第１９９条第７項の規定に基づき、市は管理運営に関する事務の執行や経営状況につ

いて監査を行う。指定管理者は、市が指定する報告書等を提出する義務があり、処理等が適正でな

いと認める場合は、市は指定管理者に対して改善勧告をする。

（13）管理運営業務に係る責任分担

別紙「管理運営業務に係る責任分担」のとおり

（14）業務の引継

指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は指定を取り消され、若しくは期間を定めて

管理業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、施設の利用に支障をきたさないよう、次

期指定管理者等に業務を円滑に引き継ぐこと。また、これに伴い市及び第三者に損害を与えたとき

は、これを賠償すること。

（15）原状回復

指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は指定を取り消され、若しくは期間を定めて

管理業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、速やかに原状に回復しなければならない。

ただし、市長の承認を得たときは、この限りでない。


